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専用線で事業者を結ぶシステムを構

築するのは、スタート直後の事業だ

けにリスクが大きいと考えた。その

点、ASPサービスのnsxpres.com

は、月額いくらの料金体系で利用を

開始できる。当時はブロードバンド

も普及途上だったが、初期投資の負

担がゼロで済むのは魅力である。

本格的なブロードバンド時代を迎

えた今、その取り組みは物件事例デ

ータベースにまで拡大し、さらに拡

張が検討されている。例えば、施工

マニュアルを電子データとして提供

する計画があるという。宮崎氏は

「このASPサービスは、事業者との

間で作る知的財産のネットワークで

す。今後も新日鉄ソリューションズ

には、私どものビジネスを支えてほ

しいと思います」と語る。
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薄板を使う高い耐久性の住宅
基準の公布により日本で実現

新日本製鐵がスチールハウス工法

の普及に一段と力を入れている。こ

の工法は、建物の骨格となる枠材と

して木材に替え、厚さ1mmの薄板

形鋼を用いる。戸建住宅や集合住宅

を中心に採用が進んでおり、国内の

建築件数は年間で集合住宅を含め

2000棟を超える。

同社薄板営業部住宅建材開発グル

ープリーダーの宮崎哲夫氏は「この

工法は耐震性があり、3世代が利用

できる75～90年の耐久性がありま

す。また、環境負荷が低く、短工期

などで建築工事費も低減されると注

目されています」とその魅力を語る。

薄板は鉄鋼製品のなかで、もとも

と一般消費者に最も身近な存在であ

る。薄板は、自動車のボディやホイ

ール、冷蔵庫などの家電製品の素材

として使うほか、住宅建築にも欠か

せない。

しかし、その薄板も10年前までは

スチールハウスのような建物を支え

る用途には利用できなかった。鉄骨

でなければ強度や耐震性などの確保

が難しいと思われていたのである。

米国での普及などを踏まえ、阪神

大震災を契機にスチールハウスの導

入が始まり、2001年に国土交通省が

スチールハウスの技術基準（告示）

を制定して一般工法として利用を認

めた。これにより、建築資材として

は、屋根や壁材などに限られていた

薄板の適用範囲が大幅に広がる。

新日本製鐵は、スチールハウスの

標準工法に独自技術を盛り込み「ニ

ッテツスーパーフレーム工法」とい

うブランド名で事業を展開する。3

階建ての実現や1時間耐火認定の取

得など付加価値を高めてきた。トヨ

タ自動車が展開するトヨタホームや、

賃貸住宅の建築・経営を手掛けるレ

オパレス21などの大手がこの工法に

よる事業を開始している。

現在、スチールハウス工法による

住宅の市場シェアは約2％に達した

段階。一層の普及のカギを握るの

は、住宅メーカーや設計事務所、施

工業者などの事業者に対する設計・

施工上の利便性の向上であると新日

本製鐵は見ている。木材によるツー

バイフォー工法と同様に、スチール

ハウスもネジやボルトで施工できる

が、材料特性が違うため、新しい知

識やノウハウが必要だ。正しいノウ

ハウを事業者に提供すれば、その壁

が乗り越えやすくなる。

情報を提供する事業者の範囲は広

い。新日本製鐵が出荷する薄板は、

パネル・メーカーでパネルに加工さ

れ、住宅メーカーや地場ゼネコンな

どに提供される。さらに設計事務所

や建築事業者も関係している。全国

にいるこれら事業者に建築の検討段

階や設計、パネル製造、施工、アフ

ターサービスに至るまでのノウハウ

を提供する必要がある。

事業者のビジネス支援へ
技術情報共有サービスを展開

そこで新日本製鐵は、こうした事

業者のネットワーク化に取り組んだ。

同社と契約した事業者は、ニッテツ

スーパーフレーム工法に関する知的

財産の提供を受けるほか、同じ契約

を結んだ別の参加企業が提供する情

薄板を使った新工法の普及加速に向け
建築事業者との情報共有を積極的に推進
大容量データの共有に初期投資ゼロのnsxpres.comを活用

■要件
薄板を用いた建築工法「ニッテツス
ーパーフレーム工法」の普及には、住
宅メーカーやパネル製作、設計事務
所などの事業者との協力が欠かせな
い。そのため同工法に関する技術を
共有する仕組みの構築を求めた。

■ソリューション
頻繁に更新される様々な情報を初期
投資ゼロで効率的に提供するため、
ASPサービス「nsxpres.com」を採用。
セキュリティを確保しながら、事業者
との間でインターネットを介して図面
データなどを共有した。

報を活用できるようになる。3年前

に当初20社の参加でスタートしたこ

の制度は、適用範囲の拡大とともに

参加企業を増やし、現在は約50社を

数えるという。

その一環として、検討したのが過

去に施工した物件事例に関するオン

ライン情報データベースだ。

住宅建材開発グループマネジャー

の長井有希子氏は「住宅以外に店

舗、介護施設などへ用途が拡大する

につれて、これまでの建築事例を参

考にしたいというニーズが増えてい

ます。施主の許可を得て、建物のタ

イプや向き、階数などから平面図や

完成写真などを検索し、プラン検討

に役立てられます」と語る。

しかし、図面、平面図、立面図な

どの事例データはサイズが非常に大

きく送受信の負荷は大きい。事業者

の知的財産でもあり、情報提供に際

して高いセキュリティも求められる。

システムを構築すれば多大なコスト

がかかる。

対策は、新日鉄ソリューションズ

の図面・文書管理ASP（アプリケー

ション・サービス・プロバイダ）サ

ービスである「nsxpres.com」を利

用することだった。新日本製鐵は、

このASPサービスによって「ニッテ

ツスーパーフレーム工法データベー

ス」と呼ぶ仕組みを初期投資ゼロで

構築した。現在このデータベースに

は過去の竣工物件情報が入っている

が、今後さらに適用範囲を広げる計

画である。

大容量データの共有が容易
投資ゼロで利用を開始できる

新日本製鐵がスチールハウス事業

で、nsxpres.comの利用を開始した

のは6年前にさかのぼる。当時、ス

チールハウスは、技術情報の更新が

非常に激しく、文書で送付している

と間に合わないほどだった。一方、

新日本製鐵株式会社

■成果
50の事業者との間で情報を共有する
ネットワークを形成。事業者の建築
プラン検討の材料として過去の事例
データを提供できた。事業者のニー
ズや実際の施工状況を反映したより
有益な情報提供が可能になった。

054Case最新事例：ビジネス・サービス
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WebブラウザによりPC上から 
配布ドキュメントのデータ受信が可能 

配布ドキュメント・サーバー 

IP-VPNまたは 
インターネット（SSL） 
IP-VPNまたは 

インターネット（SSL） 

SSL:セキュア・ソケット・レイヤー   VPN：仮想プライベート・ネットワーク 

■コアテクノロジー
ドキュメント保管・配信ASPサー
ビスnsxpres.com

■システム概要
●クライアント数：50ユーザー
●主なアプリケーション：nsxpres.com
●ネットワーク：インターネット

■新日本製鐵が展開しているニッテツスーパーフレーム工法データベースの仕組み

新日本製鐵株式会社
薄板営業部
住宅建材開発グループ
リーダー

宮崎 哲夫氏

新日本製鐵株式会社
薄板営業部
住宅建材開発グループ
マネジャー

長井 有希子氏
新日本製鐵株式会社
本社：東京都千代田区大手町2-6-3
設立：1970年
資本金：4195億円（2007年3月31日現在）
売上高：単独2兆5628億円/連結4兆3021億円（2007年3月期）
経常利益：単独3897億円/連結5976億円
従業員数：単独1万5212名/連結4万6143名（2006年3月31日
現在）
グループ会社：連結子会社258社/持分法適用関連会社67社
（2007年3月31日現在）


